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本取組の背景① 1

➢ 世界では１人当たりの食用魚介類の消費量が過去半世紀で約２倍に増加し、近年においてもそのペースは衰えていない。一方、
我が国については、約50年前の水準まで低下。

➢ 日本人の水産物の年間消費量は2001年度の40.2㎏をピークに、2019年度の23.8㎏まで一貫して減少。2020年は新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響で家計の食料支出額に占める魚介類の支出割合が25年ぶりに増加（ただし、生鮮各部門（青果、水産、
畜産）全てで売上高は増加。）。

〇主要国・地域の１人１年あたり食用魚介類消費量の推移
（粗食料ベース）

日本人のみ
大幅減少

資料：農林水産省「食料需給表」

〇魚介類及び肉類の1人当たりの年間消費量（純食料）の推移
平成13年度：40.2㎏/年/人

〇魚介類及び肉類の家計の食料支出額に占める割合の推移

資料：総務省「家計調査」



本取組の背景② 2

➢ 魚食に関する意識については、魚料理自体は食べたいが、魚の「扱いにくさ」、「調理の手間」といった水産物のマイナス特性
が家庭での消費にブレーキ。また、水産物等に含まれるEPA・DHA など「健康に良い」といったプラス特性も、かなり認知が進
んでいるものの、消費を拡大するまでに至らない状況。

資料：（一社）大日本水産会「2019（令和元年）度水産物消費嗜好動向調査」

〇魚の料理の好感度

〇魚介類をよく購入する理由（複数回答）（左）
〇魚介類をあまり購入しない理由（複数回答）（右）

資料：農林水産省「食料・農業及び水産業に関する意識・意向調査」（令和元（2019）年12月～２
（2020）年１月実施、消費者モニター987人が対象（回収率90.7％））

〇消費者の食に対する意向

資料：（株）日本政策金融公庫農林水産事業本部「食の志向調査」（インターネットによるアンケー
ト調査、全国の20～60歳代の男女2,000人（男女各1,000人）、食の志向を2つまで回答）に基づき水
産庁で作成。なお破線は近似曲線又は近似直線。

簡便化志向は
他の志向に比
べ高まってい
る。

資料：各種資料に基づき水産庁で作成

〇水産物の摂取による健康効果に関する研究例



検討会立ち上げと検討方向 3

〈令和３年度における消費機運を向上させる取組の推進〉
国産水産物の魅力等の情報発信、学校給食関係者等向けの講習会等、水産庁長官任命の「お魚かたりべ」の活動の実施の他、
情報発信を効率的・効果的に行うべく「さかなの日推進委員会」を官民協働で設立。➡さかなの日（仮称）制定へ

新たな生活様式に対応した水産物消費拡大検討会（令和３年３月３日立ち上げ、計４回開催）

・こうした状況を踏まえ、新たな生活様式に対応した水産物のより一層の消費拡大等を目指すため、各業界の有識者を集めた検討会を開催。
・検討会のとりまとめでは、水産物のマイナス特性を払拭するとともに、水産物の消費機運を高める方策を検討することが必要とされた。

コンビニ 外食

レシピサイト

量販店

EC事業者専門鮮魚店生産者・加工団体等 製造メーカー
（調味料メーカー等）

メディア
（新聞社・雑誌等）

魚に関係する業界全体の連携・協慟

官民協働して、魚食ムーブメントを創るための、活動情報を持ち寄り、発信し、互いの取組の効果的な連携を行うプラットフォーム。

さかなの日推進委員会

・小山薫堂（オレンジアンドパートナーズ）
・伊藤晴彦（中央魚類）
・湯山一樹（イトーヨーカ堂）
・千野和利（離島振興地方創生協会）

・小竹貴子（クックパッド）
・竹島美保（ぐるなび）
・山本沙織（ベネッセコーポレーション（サンキュ！））
・溝上宏 （NKB）

漁業者



コンセプトの設定について 4

令和４年度「さかなの日」のコンセプトは？

～過去に水産庁において実施した水産物消費拡大のコンセプト～

1989年頃 魚×頭がよくなる（おさかな天国）

・1989年マイケル・クロフォード博士が
「日本の子供の知能が高いのは、日本人が昔から魚を多く食べてきた食習慣によると考えられる」
「DHAが脳の健康にいい」
と発表したことを契機に、「魚を食べると頭がよくなる」というコンセプトで水産物の消費拡大を推進。

・1990年に同博士を招聘し、世界初のＤＨＡシンポジウムを開催。

・1991年に魚食普及キャンペーンソングとして「魚を食べると頭がよくなる」
をフレーズとした「おさかな天国」を作成。

2012年頃 魚×簡便（ファストフィッシュ）

・共働き世帯の増加等を背景に、食の簡便化志向が増加し、水産物を食べる際の手間を理由に、
魚を敬遠している消費者も多数存在していることも踏まえ、簡単に魚を食べられる商品を増
やすというコンセプトで水産物の消費拡大を推進。

・手軽さ、気軽さ等の基準に合致する魚商品を「ファストフィッシュ」として選定し、選定さ
れた商品は、共通ロゴマークを活用してアピールすることで販売を促進。



SDGsへの意識の高まり 5

➢ SDGs（持続可能な開発目標）が2015年の国連サミットで採択されて以来、消費者・企業共にSDGｓの認知度が高まっており、
実際に消費者は環境に配慮された食品等を選択。企業においても、SDGｓに積極的に取り組む企業は継続して増えており、さら
に農林水産分野では高い割合。

➢ エシカル消費についても消費者は関心があり、エシカル消費につながる商品等の購入意欲が見られる。また、フードテックにつ
いても「（大豆ミートなどの）代替肉」は約半数が食べたいと回答しており、市場規模は24兆円（2019年）から279兆円
（2050年）に拡大すると分析されている。

〇フードテックの例

資料：
①：「地球規模の食糧問題の解決と人類の宇宙進出に向け

た昆虫が支える循環型食料生産システム」より引用
②：農林水産省HPより引用
③：朝日新聞デジタル（2021年１月19日）より引用
④：調査情報部国際調査グループ「米国における食肉代替

食品市場の現状」（畜産の情報 2019年10月）より
引用

①コオロギせんべい

②大豆ミートのから揚げ ③培養肉のチキンナゲット

④植物由来のハンバーガーパティ及びソーセージ

・地球環境問題への関心度について『関心がある』人の割合は86.8％。環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶことは『大切だと思う』人の割合は87.5％。日頃から環境に配慮した農林

水産物・食品（農薬や化学肥料に頼らず生産された有機農産物や、過剰包装でなくごみが少ない商品など、環境への負荷をなるべく低減した農林水産物・食品）を選んでいるか聞いたとこ

ろ、『選んでいる』人の割合は69.3%。 【出典：食育に関する意識調査報告書（令和４年３月 農林水産）】

・「SDGsに積極的」な企業は15.3ポイント増の39.7％。業界別にみると、「農・林・水産」は55.6％で半数を超えた。 【出典：SDGｓに関する企業の意識調査（2021年 帝国データバンク）】

・エシカル消費について、全体の59.1％が「興味がある」と回答し、エシカル消費につながる商品・サービスの「購入意向あり」は82.2％で、2016年より19.4％も上昇。エシカル商品の

提供が企業イメージの向上につながるかについて79.6％がつながると回答。 【出典：令和元年エシカル消費に関する消費者意識調査報告書（消費者庁）】

（参考）アンケート調査結果

その他「令和２年度フードテックの振興に係る調査委託事業報告書」（三菱総合研究所、2022年３月）を参照



水産資源のサステナビリティ及び適切な管理について 6

➢ 水産資源は食物連鎖を通じ、自然の再生産システムの中で生産される産物。自然の再生産システムの中で、産卵、成長、世代交
代が行われていく水産資源は、この循環に影響を与えないよう適切な量の漁獲等を行えば、永続的な利用が可能。

➢ 我が国においては、水産資源を適切かつ持続的に利用するために、資源評価を行いながら入口規制や出口規制の他、自主的規制
が行われている。

➢ また、養殖業については、海洋環境への負担軽減が可能な沖合養殖の推進、2050年までに二ホンウナギ等の養殖において人工種
苗比100％の実現、全養魚飼料の配合飼料への転換等により、持続可能な養殖生産を推進する。

〇水産資源の再生産システム

食物連鎖

資料：H22年度水産白書

〇人工種苗を用いた完全養殖の流れ

資料：近畿大学HPより
（https://www.flku.jp/aquaculture/tuna/?msclkid=c8431fe1d00a11ec9d0c4af334cb3df2）

〇資源管理の手法

～自主的規制～
公的規制に上乗せしたコミュニティベースの取組
（操業日数や操業時間の自主的制限、自主的な漁場の制限など）

～公的規制～

資料：令和２年度水産白書を基に一部編集



水産物のサステナビリティについて 7

〇温室効果ガス排出割合

資料：第25回食料・農業・農村政策審議会等 企画部会合同会議 地球環境小委員会資料を基に作成

➢ 漁船・養殖活動により排出される温室効果ガスの量は、１次産業の中でも圧倒的に低い（４００百万トン/年）。

脱炭素に貢献！



「さかなの日」のコンセプト 8

➢ 消費者のSDGｓに対する意識の高まりを踏まえ、魚を選択することがサステナブルということを訴求してはどうか。

－コンセプト－

〇水産物は食物連鎖を通じ、自然の再生産システムの中で生産されるため、適切な量の漁獲等を行えば、永続的な利用が
可能。

〇我が国では、水産物の持続的な利用を目的に各種規制等で水産資源を適切に管理しながら、漁業を行っている。

〇漁業により排出される温室効果ガスは１次産業の中でも圧倒的に低い。



「さかなの日」の時期・期間について 9

➢ 「さかなの日」を制定するにあたっては、幅広い関係者が「さかなの日」の推進に取り組みやすい時期や期間を設定することが
重要。

頻度 メリット デメリット

案 （さかな）
毎月３～７日

〇頻度が多いため、消費者の浸透度が増す。
〇幅があって様々な業態で受け入れやすい（各事業者
で対応できる日に取組を行うことが可能）。

〇頻度が多すぎて、事業者に負担。また、
消費者にとっては目新しさに欠ける。

〇「さかなの日」は毎月設定するものの、賛同メンバーの負担も勘案し、各メンバーの行いやすいタイミングで実施できるように

以下のような実施も可能とする。

① 四季毎に開催：春夏秋冬の任意の月の「さかなの日」に、旬の魚に係る取組を実施。

② 不定期の月に開催：不定期の月の「さかなの日」に取組を実施。

③ 年に１回開催：年に１回いいさかなの日（11月３～7日（P）次項参照。）に取組を実施。



「さかなの日」強化週間の名称について

「さかなの日」を毎月実施するものの、特に、魚を選択することがサステナブルということを訴求し、全体として盛り上がりがあ
る月を設け、11月を全体の活動強化週間として実施することとしてはどうか。

〇「さかなの日」強化週間の名称

【案１】いいさかなの日 （いいさかな）
11月３～７日

【案２】サステナさかな週間
【案３】さかなのサステナ週間

【案４】その他

10



賛同メンバーについて 11

➢ 「さかなの日」のコンセプト案に賛同し、コンセプトに沿った魚食普及活動に取り組んでいただける方は、賛同メンバーとして、
登録可能。

「さかなの日」の賛同メンバーは、
・独自の販促、PR活動、キャンペーン等を行い、消費拡大を呼びかける際に、広告、名刺、商品等にロゴマークを使
用することが可能（ロゴマークは商標登録予定）。

・主催する催事やイベントにおいて、「さかなの日」賛同メンバーとして活動することが可能。
・水産庁HPや「さかなの日」公式HPにおいて、賛同メンバーである旨及び活動内容が紹介される。
・業界の枠を超えた連携を推進するため、水産庁が開催する交流会等に参加し、賛同メンバー間の情報交換や交流が可
能。 等

～国のプロジェクト賛同企業等の農林水産省HP掲載の例～
〇ニッポンフードシフト推進パートナー等HP掲載の例 〇「野菜を食べようプロジェクト」HP掲載の例

・漁業×食品メーカー×レシピサイト
・漁業×旅行・ホテル
・小売×食品メーカー 等

〇連携した取組のイメージ



今後のスケジュールについて 12

マスコミへの発信
・水産庁
・賛同メンバー（企業・団体）

今後のスケジュールは以下の通り

７月14日（木） 第２回さかなの日推進委員会

・コンセプト、ロゴ、開催期間等の決定

秋頃めど ・さかなの日制定
・キックオフイベントの開催

・さかなの日HPの立ち上げ（賛同メンバー募集ページ等）


